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平成23年東北地方太平洋沖地震による被災者に係る被保険者証等の提示について

　　　　　　　　及び被災者の公費負担医療の取扱いについて

　平成23年3月11日の平成23年東北地方太平洋沖地震による被災に伴い、被保険者証

等を紛失あるいは家庭に残したまま避難していることにより、医療機関を受診した際に提示

できない場合等も考えられることから、この場合においては、氏名、生年月日の他、被用者

保険の被保険者にあっては事業所名を、国民健康保険及び後期高齢者医療制度の被保険者に

あっては住所を申し立てることにより、保険診療を受けることが可能な取扱いとする旨、厚

生労働省保険局医療課より通知されましたのでご連絡申し上げます。

　また、公費負担医療の対象者であって、医療券等の関係書類を消失あるいは家屋に残した

まま避難している等の場合には、各制度について、当面別紙（添付資料）のとおり、被爆者

健康手帳や患者票等がなくても、①別紙の各制度の対象者であることの申し出、②氏名、③

生年月日、④住所等を確認することにより受診することが可能であり、緊急の場合は、指定

医療機関以外の医療機関でも受診できる取扱いとすることが、厚生労働省関係当局より通知

されましたので、併せてご連絡申し上げます。

＜添付資料＞

1．平成23年東北地方太平洋沖地震による被災者に係る被保険者証等の提示について

　（平23．3．11　事務連絡　厚生労働省保険局医療課）

2．東北地方太平洋沖地震による被災者の公費負担医療の取扱いについて

　（平23．3．11事務連絡　厚生労働省健康局総務課・疾病対策課・結核感染症課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用均等・児童家庭局母子保健課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会・援護局保護課・援護企画課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課）



事　　務　　連　　絡

平成23年3月11日

地方厚生（支）局医療課

都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）

都道府県民生主管部（局）

　後期高齢者医療主管課（部）

御中

厚生労働省保険局医療課

平成23年東北地方太平洋沖地震による被災者に係る

　　　　　被保険者証等の提示について

　平成23年3月11日の平成23年東北地方太平洋沖地震による被災に伴い、被

保険者証等を紛失あるいは家庭に残したまま避難していることにより、保険医

療機関に提示できない場合等も考えられることから、この場合においては、氏

名、生年月日、被用者保険の被保険者にあっては事業所名、国民健康保険及び

後期高齢者医療制度の被保険者にあっては住所を申し立てることにより、受診

できる取扱いとするので、その実施及び関係者に対する周知について、遺漏な

きを期されたい。

　なお、公費負担医療において医療券等を指定医療機関等に提示できない場合

の取扱いについては、公費負担医療担当部局等より、事務連絡が発出される予

定であることを申し添える。
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事　　務　　連　　絡

平成23年3月11日
各都道府県　民生・衛生主管部（局）御中

厚生労働省健康局
総 務 課

疾　病　対　策　課

結核感染症課
厚生労働省雇用均等・児童家庭局

　　　　　　　　　母　子　保　健　課

厚生労働省社会・援護局

　　　　　　　　　保 護 課

援　護　企　画　課

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

　　　　　　　　　精神・障害保健課

東北地方太平洋沖地震による被災者の公費負担医療の取扱いについて

　健康行政、社会福祉行政につきましては、日頃より多大なるご協力を賜り心から

御礼申し上げます。また、平成23年3月11日の東北地方太平洋沖地震による被

害に対しまして、心よりお見舞いを申し上げます。

　この度の地震による被災状況等にかんがみ、関連書類等を消失あるいは家屋に残

したまま避難している等により、医療機関において公費負担医療を受けるために必

要な手続をとることができない場合も考えられます。

　つきましては、そのような場合においても、被災者の保護及び医療の確保に万全

を期す観点から、各制度について、当面別紙のとおり、被爆者健康手帳や患者票等

がなくても、①別紙の各制度の対象者であることの申し出、②氏名、③生年月日、

④住所等を確認することにより受診できるものとし、緊急の場合は、指定医療機関

以外の医療機関でも受診できる取扱いとしたいと思います。

　なお、（社）日本医師会等に対しましても、この取扱いにつき、協力依頼を行う

予定であることを申し添えます。

　また、被保険者証等を保険医療機関に提示できない場合の取扱いについては、保

険医療担当部局より、別添のとおり同日付で事務連絡が発出される予定であること

を併せて申し添えます。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別　　紙）

（1）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

　被爆者健康手帳（認定疾病の場合においては認定書及び被爆者健康手帳）の提出

ができない場合においても、医療機関において、被爆者健康手帳の交付を受けてい

る者であることを申し出、氏名、生年月日及び住所を確認することにより、受診で

きるものとする。

　また、緊急の場合は、指定医療機関及び一般疾病医療機関以外の医療機関でも受

診できるものとする。

　なお、毒ガス障害者救済対策事業の医療手帳が提出できない場合についても同様

とする。

（2）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第37条の2の結核患

者に対する医療に係る患者票の提出ができない場合においても、医療機関において、

患者票の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び住所を確認

することにより、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、結核指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとす
る。

（3）特定疾患治療研究事業

　特定疾患治療研究事業の受給者証の提出ができない場合においても、医療機関に

おいて、受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び

住所を確認することにより、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、同事業の委託契約を結んだ医療機関以外の医療機関でも受

診できるものとする。

　なお、この事業における自己負担の限度額の取扱いに当たっては、災害等により

前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、その状況を勘案すると

されていることから、その趣旨にかんがみ、実情に即した弾力的な対応をして差し

支えないものとする。

（4）肝炎治療特別促進事業

　肝炎治療特別促進事業の受給者証の提出ができない場合においても、医療機関に

おいて、受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び

住所を確認することにより、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、同事業の指定医療機関等以外の医療機関でも受診できるも

のとする。

（5）児童福祉法

①療育券の提出ができない場合においても、医療機関において療育券の交付を受

　けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び住所を確認することにより、

　受診できるものとする。

　　また、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。



②　小児慢性特定疾患治療研究事業の受診券の提出ができない場合においても、医

　療機関において、受診券の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年

　月日及び住所を確認することにより、受診できるものとする。

　　また、緊急の場合は、同事業の委託契約を結んだ医療機関以外の医療機関でも

　受診できるものとする。

（6）母子保健法

　養育医療券の提出ができない場合においても、医療機関において、養育医療券の

交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び住所を確認すること

により、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。

（7）生活保護法

　医療券の提出ができない場合においても、医療機関において、被保護者であるこ

とを申し出、氏名、生年月日、住所及び福祉事務所名を確認することにより、受診

できるものとする。

　また、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。

（8）戦傷病者特別援護法

　療養券の提出ができない場合においても、医療機関において、療養券の交付を受

けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び住所を確認することにより、

受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。

（9）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

　本人確認証の提出ができない場合においても、医療機関において、被支援者であ

ることを申し出、氏名、生年月日、住所及び支援給付の実施機関名を確認すること

により、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。

（10）障害者自立支援法

　自立支援医療受給者証を提示できない場合においても、医療機関において自立支

援医療受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及び住

所を確認することにより、受診できるものとする。

　また、緊急の場合は、受診する指定自立支援医療機関と自立支援医療受給者証に

記載する指定自立支援医療機関の名称が異なる場合においても、事後的に支給認定

の変更を行うことで差し支えないものとし、さらに、指定自立支援医療機関以外の

医療機関でも受診できるものとする。


